
令和６年度第２回 北海道内部統制推進員会議 議事録 

             日 時：令和６年 11 月 20 日(水)    15:00～15:30 

             場 所：本庁舎 ３階 テレビ会議室 

             出席者：別紙名簿のとおり 

 

（髙見イノベーション推進局長） 

 ・それでは、ただいまから、 

 「令和６年度第２回北海道内部統制推進員会議」を開催する。 

・本日進行を務めさせていただく髙見。 

 お忙しい中、前回に引き続き、急な参集にもかかわらずお集まりいただき感謝。 

・まず、総括内部統制推進員であるイノベーション推進監の天野より、一言、ご挨 

拶させていただく。 

 

（天野イノベーション推進監） 

・本日は、先日開催された決算特別委員会における議会議論や、その後の庁議での

知事からの指示を踏まえ、これまで講じた対策について改めて皆様と共有するとと

もに、今後講じる再発防止策については、年度内に整理していくことと考えている

ため、その考え方の認識の共有を図るために開催。 

・知事からも、こうした事案を再び生じさせないという思いを全ての職員が共有

し、組織全体の問題として取り組むよう指示があったところ。本日お集まりの皆様

におかれては、今日の会議を踏まえ、各所属における周知、取組等についてご協力

を賜るよう、よろしくお願いする。 

 

（髙見局長） 

 ・では、議事を進める。 

まず、「１ 主な議会議論について」、「２ 知事指示事項について」、事務局か

ら説明する。  

 

（林下改革推進課長） 

【資料Ｐ１．主な議会議論について】 

・先週 11月 14 日の決算特別委員会知事総括質疑から関連する主な議論をご紹介 

する。 

・今回の事案は、複数の部局、複数の年度で発生。職員個人だけの問題とすること 

なく、組織の問題として再発防止に取り組む必要がある。 

・このため、上段の「内部統制の強化を図るべき」との質問に対し、「この会議を 

設置し、組織として推進する体制を整備する等内部統制制度の実効性のさらなる向 

上に努める」旨答弁。 

・また、「今後の再発防止策」についても質問があり、「この会議等も活用しなが 

ら、今年度内に整理する」旨答弁。 



【資料Ｐ２．知事指示事項について】 

・先週 11月 15 日の庁議における知事指示事項をご紹介する。 

・知事からは、「全ての職員が『我がこと』として受け止め」た上で、「こうした 

事案を再び生じさせないという思いを全ての職員が共有」し、「組織全体の問題と 

して、全庁を挙げて取り組むよう」指示。 

・こうした議会議論や知事指示事項を踏まえ、この会議を通じ、道庁全体の知恵や 

ノウハウを結集して再発防止策を検討し、実施していく必要があると考えているの 

で、ご協力をよろしくお願いする。 

 

（髙見局長） 

 ・今の説明に、ご意見やご質問等があれば伺う。 

・なければ、次に、「３ 関係規程の改正と運用の徹底について」、出納局財務指

導課阿保課長からご説明いただく。 

 

（出納局阿保財務指導課長） 

【資料Ｐ３ 関係規程の改正と運用の徹底について】 

・今回問題となった事案では、補助金等適正化法で定める間接補助事業等であるこ 

とや、年度内精算の必要性について、決裁に関わる職員が認識できていなかったこ 

とから補助金等の交付決定書に特定財源の名称や、道の支出期限を明記することに 

より、決裁の各段階で、それに関わる職員各々が確認することができるよう、先月 

30 日付けで関係規程を改正。 

・改正した通達は、資料の上から順に、「運用方針」と記載している 

  ① 北海道補助金等交付規則の運用について 

  ② 補助金等に係る事務の取扱について 

  ③ 補助金等に係る標準様式の設定について 

・同日付で新規制定した通知が、「負担金事業」と記載している 

  ④ 国からの補助金等を財源とする負担金事業の取扱について 

・資料一番上の運用方針について、実績報告の時期については、完了から 30 日以内

又は 4月 10 日のいずれか早い日までと規定しているが、適正化法に規定する間接

補助金等に該当する場合における実績報告の時期は、所管省庁の運用に基づき設

定。 

・上から２番目は交付決定書の記載事項を定めているもの。 

  ① 交付の決定書には、特定財源の名称等と補助事業者に対する補助金等の支 

出期限を明記 

  ②・③ 間接補助金等については、所管省庁の要綱や運用などに基づき支出期 

限を設定するとともに、交付の決定書にはその根拠を明示することについて 

規定 

・３番目は補助指令書等の様式を定めているもの。 

 ④ 補助指令書中の実績報告書提出期限の設定に当たっては、所管省庁の運用 

に基づき設定することについて規定。 



・資料４番目の負担金事業については、適正化法に規定する国の間接補助事業等に 

該当する負担金事業について、資料下の※に記載のとおり、先ほどお話しした補助

金等の関係規程の改正内容と同様、交付の決定書に 

・負担金の財源の名称、 

 ・道の負担金の支出期限 を記載すること 

 ・実績報告書の提出期限は、所管省庁の運用に基づき適切に設定すること 

  ・所管省庁の要綱や運用などの支出期限の根拠を明示すること 

について、新たに定めたもの。 

・これらの関係規程の改正等については、10 月 30 日以後に補助金等や負担金の交

付の決定を行うものから適用。ただし、それ以前に決定した補助事業等において

も、この改正等の趣旨を踏まえて改めて支出期限等の確認を行うなど、その取扱へ

の配慮をお願いする。 

・これら関係規程の改正内容について、10 月 25 日に本庁各部代表課の予算担当係 

長や各振興局総務課主幹等を対象とした説明会を実施。 

・この度のような事案を二度と発生させないため、それぞれの所属において、補助 

金等交付事務に携わる職員が適切な事務処理を行うことや、交付決定の決裁に関わ 

る職員が正しく認識することができるよう、様々な場面を通じて指導や周知につい 

てお願いする。 

 

（髙見局長） 

・今の説明にご意見、ご質問があれば伺う。 

 

（水産林務部渡辺次長） 

 ・内部統制といいながら、「関係省庁の運用に基づく」ばかりで、とても内部で統

制しているとは思えない。少なくとも支払期限、支出期限は年度内でないといけな

いというのははっきりしていると思うが、そこもあえてそう書かずに「所管省庁の

運用に基づく」としているのはなぜか。 

 

（阿保財務指導課長） 

 ・省庁によっては、必ずしも年度内に完了期限を設定していない省庁もある。それ

ぞれの交付先の運用に従ってください、ということ。 

 

（水産林務部渡辺次長） 

 ・年度内に完了期限を設けていない省庁はあるが、道としては年度内にきっちりや

りましょうという意思を示すのも１つあるのでは。内部で統制しましょうというこ

とであれば、そういった考え方に立った方が「きちんとやる」 、という意思表示

にもなるのではないか。 

 

（阿保財務指導課長） 

・交付元が国なので、その返還を命じるのも、運用を定めるのも所管省庁。 



・基本的に年度内に支払いなさいとの趣旨は９月２日付けで総務部長と連名で通知 

している。 

 ・補助金等の標準的なルールとしてはそこまで強制するのは難しいので現在の規定

ぶりとしている。 

  

（髙見局長） 

・それでは次に、「４ 財務事務に関する通知の明確化について」、総務部財政課 

中村資金担当課長からご説明いただく。 

 

（総務部中村財政課資金担当課長） 

【資料Ｐ４ 財務事務に関する通知等の明確化について】 

・この度の返還事案が発生した要因は、「担当課における“誤認”や“認識不足”

を組織として是正することができなかった」こと。 

・これまで財政課から間接補助事業等に係る注意喚起、確認事項なども通知してい 

たが、その内容が組織として共有されず、結果として、こうした誤認等を防ぐこと 

ができなかった、という反省に立ち、このたびの再発防止策では、財務事務に関 

する通知等の明確化を行う。 

・具体的には、 

  ① 財務事務に習熟していない職員が事業執行に携わる場合も想定し、各部局

等への国庫補助金等に関する調査等について、財務事務に関する用語や制度

の説明を加える、可能な限り職員に理解しやすいものとする。 

   今回の事案だと、「間接補助事業等」の中に負担金事業が含まれているかと

いうところもしっかり明記しなければいけないと考えている。 

 ② 複数の職員で組織として内容の確認を行えるよう、管理職名の文書により 

周知。 

 現状、内容確認については短い時間の中で速やかに確認するという観点か

ら、担当者同士、係長同士で行ってきたが、この度の事案を踏まえ、組織と

して対応するということで、管理職名の文書で照会なり通知する。 

・財源充当に関するものについては、４定補正から既に実施。 

・国庫補助金等に係る調査に関するものは、現在、政府において策定を進めている

総合経済対策の中で物価高騰の臨時交付金「重点支援地方交付金」という名称のも

のが検討されており、時期がくれば庁内への照会も予定。今後、順次実施予定。 

 

（髙見局長） 

・今の説明にご意見、ご質問があれば伺う。 

・ここで、今回の事案の再発防止策として、経済部における取組を紹介させていた 

だく。 

 

（経済部伊藤次長） 

・資料に基づき、説明。 



【資料Ｐ５．再発防止に向けた経済部独自の取組について】 

・今回の事案では、経済部において多くの返還が生じたことから、再発防止にあた 

り、部独自の取組を実施。 

・１つめは、制度認知に向けた所属職員への研修。今回の事案は、間接補助事業等 

に対する誤認や年度内精算の必要性の認識不足が主な原因だったことから、先週、 

部内代表課長、振興局商工労働観光課長に今回の事案の概要や財務に関する規程の 

改正、内部統制の強化などの再発防止策について説明。 

・それぞれの所属に戻られて、職員にその内容を直接説明する研修を依頼。 

・現在、それぞれの課で研修を実施。 

・２つめは、総務課による定期的な支出状況の確認。今回の事案を踏まえ、総務課 

において全ての補助事業等について事業の進捗や支出状況などを部内各課に照会、 

定期的に把握することとし、12 月からの実施に向け、準備中。 

・これにより、各課とダブルチェックを行い、補助事業等にも関わらず年度内に支 

払うスキームになっていないものや、進捗が遅れているものがあれば、個別に是正 

することを検討。 

・このような取組により経済部として再発防止の徹底をはかっていく。 

 

（髙見局長） 

・それでは次に、「５ 今後講じる再発防止策について」、事務局から説明する。 

 

（林下改革推進課長） 

【資料Ｐ６．今後講じる再発防止策について】 

・まず先ほど出納局、財政課からご説明のあった対策を講じたところだが、これで 

終わりということではなく、今後、緑の箱の中に箇条書きで示した取組などを検討 

していく旨、10月 30 日の庁議でお示し。 

・再発防止策は、この場も使いながら 全庁的に検討していくこととしているの 

で、事務局として検討している取組はもとより、各部局や振興局で独自に講じてい 

る対策や再発防止に向けて新たに取り組んではどうかというご提案もいただきなが 

ら、取りまとめていきたい。 

・ついては、４定明けの１２月１３日を目途に、皆様からのご提案を賜りたい。こ 

の会議終了後、事務的に照会するので、ご対応いただくようお願いする。 

 

（髙見局長） 

 ・今の説明にご意見、ご質問があれば伺う。 

 

 

（環境生活部阿部次長） 

 ・今の各部の取組について、この問題が生じてから、我々は考査監制度を活用して 

６月にすでに研修を実施している。そういったことも報告対象となるのか。 

 



（林下課長） 

 ・対象となる。ぜひお願いしたい。 

 

（髙見局長） 

 ・他に質問がなければ、以上で、令和６年度第２回北海道内部統制推進員会議を終 

了する。皆様におかれては、先ほど説明させていただいたが、各部で今後予定する 

取組内容や再発防止策への検討など、全庁での取組として有効と考えられるような 

ものについて、忌憚のないご意見をいただき、またこの場で提供させていただけれ 

ばと考えている。引き続き、所管職員への情報共有や再発防止に向けた取組の検討 

について、ご協力をよろしくお願いする。 


